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３．地域振興としての観光開発と過疎地域問題 
 
交流人口の拡大を図るためは、観光による地域振興として観光開発計画を策定し、事業
展開することが多い。過疎地域では、観光に大きく期待する傾向が強く、短絡的に地域開
発そのものが観光開発であるという意識が存在する。現実問題として過疎地域での観光に
よる地域振興には大きな課題が山積している。観光に関する PR 不足や観光資源そのものが
貧弱で社会的認知度が低いことや、道路や鉄道などの交通ネットワークが貧弱でよる観光
資源までのアクセスの悪さなどがある。しかしながら、人口増加が望めない過疎地域にお
いては、観光などにより交流人口の増加を図ること以外に、地域の活性化を促す整備方策
が見つからないのが日本の地方の現状である。その原因として、昭和 30年代以降の高度経
済成長に併せて、地方から都市部へと若者を中心とした大きな人口移動が発生したことに
より、農山漁村地域の基幹産業である第一次産業の担い手が減少した。それに加え昭和 50
年代からは、第二次産業から第三次産業へと産業構造が高度化する一方で、農山漁村地域
では、農業の基盤設備の遅れから、産業構造の変化に対応することが難しく、担い手不足
と従事者の高齢化の理由から、産業が衰退し、地域社会の機能低下が続いている。 
地域産業・経済の衰退による地域社会の機能低下は、雇用機会を減少させ、さらに人口
流出を引き起こす要因になる。これらが相互に作用することで負の循環を作り出し、生活
水準、生産機能が著しく低い状態である過疎問題の課題を内包する限界集落へと変化する。
現在の状況として過疎地域では、人口減少と少子高齢化が著しく、高齢者に対する福祉の
増進、少子化対策や子育て支援対策、教育環境の充実・維持といった地域の事情ごとに合
わせた社会福祉の整備と、対応が必要になっている。また、過疎地域の問題として、地域
特有の伝統や生活文化の喪失による地域の活力低下や、担い手不足から集落の消滅が危惧
されている。 
こういった地域において、過疎問題を緩和するには、施策として地域の中核的な産業で
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